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論 文 内 容 の 要 旨
本論文は, 二編より成り, 第1編は7章, 第2編は6章をもって構成されている｡
第 1 編 ｢英国における国際法と国内法の関係｣
第1章 ｢序説｣ 英国には古くから "thelawofnationsisapartofthelawofthelandMという原
則が存在するが, この表現は抽象的で, それだけでは十分に意味が理解できない｡









第3章 ｢慣習国際法の国内的効力｣19世紀後半以降, 実証主義的国際法の観念が確立した後も, 海上
捕獲審検所は国際法を適用しており, Hthelawofnationsisapartofthelawoftheland"という原
則は慣習国際法についても存続していること, 慣習国際法と国内法の効力関係について, 海上捕獲審検所
は, 国王の大権に基づく orderincouncilに対する慣習国際法の優位を認めたが, 一般の裁判所は, す
べての国内法の優位を認め, 国内法に抵触する国際法は国内法の一部を構成するものではないとする｡
第4章 ｢条約の国内的効力｣ 国王独自の大権に属する事項を対象とする条約は, 国内の大権の国内法上









第7章 ｢国際法違反の国内法の国際上の効力｣ 国際法違反の国内法は, 国際法上は無効であると考えら
れていることを論じている｡
第 2 福 ｢米国における国際法と国内法の関係｣
第1章 ｢序説｣ 米国における国際法と国内法との関係に関する問題点としては, 憲法第6条 2款によ
り, 条約が国の最高法として国内的効力が認められているが, それと憲法および議会の制定法とどのよう
な効力関係にあるか, 慣習国際法および executiveagreementも国内的効力が認められるか, 認められる
とすれば, それらはどのような段階の効力を認められるかなどがあることを指摘している｡




第3章 ｢条約の国内的効力｣treatyは議会の制定法と同一段階の効力 しか認め られていないこと,
executiveagreementについても州法に優先する効力を 認められているが, 憲法はすべての executive
agreementに, 議会の制定法は少なくとも既存の executiveagreementに優先するとされていることを
実証している｡








｢結論｣ 英米における実行は, 国際法が国内において効力をもつのは, その本来の効力によるものでは





論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
国際法と国内法の関係の問題は, 法秩序の中において国際法をどのように位置ずけるかという基本的な
問題にかかわるほか, さらに, 国際法の国内における効力, 国家機関に対する国際法の拘束力など, 実際
的にも重要な問題を含んでいる｡ したがって, この問題を解明するためには, 国際法の性質や妥当の根拠
についての考察を前提しつつ, 国内において国際法が適用せられるさまざまな様態について検討すること
が必要である｡ 本論文は国際法の性質についての一般的な検討を前提しつつ, 英米において国際法が国内
法上受容せられるさまざまな形態と受容の根拠を, 必要な学説 ･先例をくまなく渉猟し, 撤密に分析する
ことによって, 明確にしたものであって, 従来まとまった研究のなかったこの億域に対して, 重要な学問
的寄与をなしたものということができる｡
よって, 本論文は法学博士の学位論文として価値あるものと認める｡
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